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視点

　野村総合研究所（NRI）は「未来社会創発

企業」として、お客さまの「付加価値の創造

と拡大」に資する先進的なサービスを提供す

ることを経営の基本としている。これを推進

するため、1965年の創立以来、人材を最も重

要な経営資源と位置付け、高度な専門性を有

するプロフェッショナル人材の育成に力を入

れてきた。

　ひと口に「人材育成」と言っても、その方

法は会社の成長に伴って大きく変化してき

た。とりわけ1990年代半ばに予期せぬ赤字プ

ロジェクトが発生したことは、それまでの人

材育成を根本から見直す転機となった。それ

は、2000年代初頭の株式上場を目指して事業

の成長と経営基盤の強化に取り組んでいた時

期である。

　赤字プロジェクトの原因は、事業の急速な

拡大に伴うプロジェクトマネジメントスキル

の継承不足と、過去のマネジメント手法が

通用しないクライアントサーバーシステムで

の大規模システム開発の増加であった。そこ

で、トラブルプロジェクト撲滅のための全社

的な品質向上の仕組みづくりと、プロジェク

トマネージャーなど高度なITプロフェショ

ナルの育成が、あらためて重要な課題となっ

たのである。

　全社的な仕組みづくりとしては、1987年に

スタートした「システム開発会議」の機能拡

充が挙げられる。現場に委ねていた品質改善

の取り組みとは別の、会社レベルでシステム

開発の品質を向上するための仕組みである。

　人材育成に関しては、事業の急速な拡大に

伴ってグループ全体の社員数が 3千人に近く

なっていたため、それまでの「徒弟制」的

な人材育成から組織的な人材育成に転換する

必要があった。そのための重要な施策として

1998年頃から本格的な検討が始まったのが、

NRIらしいプロフェッショナル人材を育成す

る「認定資格制度」である。前述のように、

NRIは創立以来、優秀な人材の採用および育

成に力を入れており、情報処理技術者の資格

取得者数や取得率はITサービス業界でもト

ップクラスであった。しかし、それだけでは

不十分で、NRIの求めるプロフェッショナル

人材像を明確にして、社員の計画的なキャリ

ア開発（職務経験や研修による能力開発）を

推進する必要があったのだ。

　認定資格制度を発足させる際には、侃侃諤

諤（かんかんがくがく）の議論を重ねた。当

初、目標となる人材像を、求められるスキル

から定義することを検討したが、必要なスキ

ルが膨大なために現実的でないという結論に

至った。また、細かな要件をたくさん設定す

るほど、「顧客のニーズを洞察し、最適なソ

リューションを提供できる」というITプロ

フェッショナルの人材像が薄れていくと感じ

られた。結論として、「木を見て森を見ない」

人材をつくらないために、必要なスキルを網

ITプロフェッショナルへの期待

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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羅するよりも、誰もが優秀と認める象徴的な

人材像を目標として示そうということになっ

たのである。

　検討はそれで終わったわけではない。第 1

回の資格認定者はその後の認定制度の評価に

大きく影響することから、さらに慎重な検討

を重ねた。そして2000年 4月に「認定プロジ

ェクトマネージャー（CPM）」資格制度が、

同年10月に「認定ITアーキテクト（CITA）」

資格制度がスタートした。この 2つから始め

たのは、1990年代半ばの赤字プロジェクトの

発生を受けて、まず大規模プロジェクトをマ

ネジメントできるプロフェッショナル人材の

育成が求められたからである。

　その後、新たな事業や業務を提案してそ

れをITに結び付けられる「認定ビジネスデ

ィベロッパー（CBD）」や「認定ビジネスア

ナリスト（CBA）」、安定的なサービス提供

を推進する「認定ITサービスマネージャー

（CISM）」などの資格が加えられ、提案、開

発、運用までをカバーする認定資格制度へと

拡充された。

　資格認定に当たっては、それまでの「実

績」（成果）と、高いパフォーマンスを可能

とする専門的な「能力」の 2つを重点に審査

している。

　「実績」では、大規模または難易度の高い

プロジェクトの経験を評価する。「能力」で

は、情報処理技術者試験などの「高度資格の

取得」に加え、新たに開発した「認定者候補

者向け研修」の受講を条件としている。必要

なスキルを細かく定義してそれに合格するか

を試験するものではないため、画一的に審査

できない苦労はあるが、多様で個性的な人材

を発掘・育成できるという良さがある。

　NRIの資格認定のもう 1つの特徴は、認定

後も継続した活動と全社的な貢献を求めてい

ることである。認定者は、認定された領域に

おいて継続的に活動し成果を上げていること

に加え、システム開発会議などの委員や研修

講師などへの就任を求められる。そして 3年

ごとの認定資格の更新審査で、それらの活動

の状況を評価する。更新審査を実施している

のは、常に一流の水準を維持してもらうため

である。

　NRIでは、認定者を対象に半期に 1回、表

彰式を行っている。認定制度をスタートさせ

た藤沼彰久会長はこの表彰式の祝辞の中で、

いつも「プロフェッショナルになるのは難し

いことではない。しかしプロフェッショナル

の水準を今後も維持し、常に一流でいること

は簡単なことではない。今後も第一人者とし

ての努力をするとともに、後任の育成に力を

入れてほしい」と述べている。お客さまの視

点に立ち、常に一流の専門性を有し、高いパ

フォーマンスを発揮する、それがITプロフ

ェッショナルである。そしてプロフェッショ

ナルには常に “高い目線” を持つことを期待

したい。 ■

野村総合研究所
執行役員
臼見好生（うすみよしお）
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プロジェクトの経験と出会いの大切さ
─大規模プロジェクトを担うPMに求められるもの─

　昨今、システム開発プロジェクトは大規模化、複雑化が進み、プロジェクトマネージャー

（PM）の役割はますます重要になっている。PMには、マネジメント力に加えて戦略立案力、

説明力、リーダーシップの3つが特に求められている。本稿では、筆者の経験を通じて、こ

れらの力をどうしたら身に付けられるかを考察する。

PMに求められる３つの力

　野村総合研究所（NRI）では、大規模シス

テムの新規開発やシステム基盤の刷新とい

った大型プロジェクトを担当するPMを「新

規PM」、維持保守フェーズで複数の中小規

模のプロジェクトを担うPMを「エンハンス

PM」と呼ぶ。また社内資格として「認定プ

ロジェクトマネージャー」（新規およびエン

ハンス）があり、筆者もこれに該当する。

　新規PMはプロジェクトの進捗（しんちょ

く）の管理だけでなく、スコープ（対象範

囲）の定義や見積りを行い、リスクや進捗に

応じて要員をコントロールしながら、アプリ

ケーションと基盤を含めたシステム全体の品

質を見極めることを求められる。従って、技

術者としての十分な経験と実務能力の裏付け

が必要である。

　しかし、PMに求められるのはこれらのマ

ネジメントに関するスキルだけであろうか。

これにはPMの数だけ異なった意見がありそ

うだが、筆者は自身の経験からPMには戦略

立案力、説明力、リーダーシップの 3つが特

に重要であると考えている。以下で順に説明

していこう。

（1）戦略立案力

　プロジェクトを成功に導くための計画策定

能力のことで、極めて重要なものである。プ

ロジェクトの特徴を分析してさまざまなリス

クを洗い出し、リスクが顕在化した場合の影

響度合いを見極め、開発工程を通してリリー

スまでにリスクを軽減させるさまざまな対策

を講じる。PMはさまざまな識者の意見を取

り入れながら、プロジェクトの遂行責任者と

して最終的に判断し、「プロジェクト計画書」

として明文化する。「PMの魂が宿る」とさ

れる「プロジェクト計画書」は、社内会議で

厳しくチェックされる。

（2）説明力

　PMはプロジェクトの状況を常に評価し、

さまざまなステークホルダー（利害関係者）

に対して今後の見通しを伝えていかなくては

図１　システム開発体制の例

業務アプリケー
ションリーダー

基盤
リーダー

プロジェクト
マネージャー

移行
リーダー

メンバーメンバー メンバー
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ならない。メンバーに対しては、

ステークホルダーからのさまざま

な要請や、PMの戦略、判断結果

を伝える必要がある。PMは、顧

客の経営層向けに、プロジェクト

全体の概況や品質、リスクとその

対策などを要約して説明する時も

あれば、チームリーダーや担当者

に対しては実装内容も含めた具体

的かつ専門的な説明や確認を行う

場合もあろう。プレゼンテーショ

ンでは、相手に応じた適切な内容を、限られ

た時間の中でいかに正しく伝えられるかが重

要である。

（3）リーダーシップ

　システム開発では、一般にPMの下に業務

アプリケーションリーダー、基盤リーダー、

移行リーダーが配され、さらにそれぞれの下

にチームとリーダーが配されたプロジェクト

体制としていることが多い（図 1参照）。PM

にとって、配下の各リーダーやメンバーがリ

ーダーシップを発揮してそれぞれのプロジェ

クトを運営することが理想であろう。しかし

PM自身が全体のリーダーシップを発揮しな

くてはならないケースは少なくない。

　ではPMのリーダーシップとは具体的にど

ういうものだろうか。参考に、リーダーシッ

プとマネジメントの違いを表 1に示すが、プ

ロジェクトマネジメントにおいては、この両

方ともPMに必要な能力なのである。

　大規模プロジェクトでは、メーカーやパー

トナー企業といったマルチベンダー体制にな

ることが多い。自社の要員も、業務系、基盤

系、運用系など各部門に分かれ、他のプロジ

ェクトとの兼務ということも少なくない。従

って、プロジェクトに対する思いや関係者の

利害は必ずしも完全に一致するとは言えず、

プロジェクトに携わる人々の個々のベクトル

は同じであるとは限らない。そこでPMにと

って重要になるのが、各関係者のベクトルの

和を、プロジェクトの目標と同じ方向に向か

わせることである。

　これは組織や体制図やプロセスといった机

上の理論で実現できるというものではない。

プロジェクトに携わる 1人 1人の心に響く言
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野村総合研究所
金融ソリューション事業本部
銀行ソリューション事業三部
上級システムエンジニア・NRI認定プロジェクトマネージャー
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ジメント
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出所）J. P. コッター『リーダーシップ論』

・進むべき未来の方向性を定め、ビジョンと戦略を
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・その方向性、ビジョン、戦略をメンバーに理解させ、
納得させ、実現に向かわせる
・人間関係上の必要性、価値観、感情などに訴え掛け、
モチベーションとエンパワーメントを推し進める
・インフォーマルな人間関係に依存する
・人心を統合する
・変革を成し遂げる能力を意味する

・計画と予算を立てる
・目標を達成するための手順を組み立て、資源を配
分する
・組織を編成し、人員を配置する
・統制を敷き、問題があれば解決する
・フォーマルな組織や権力や権限に依存する
・組織をコントロールする

リーダーシップ

マネジメント
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　また、PMはプロジェクト遂行責任のほか、

メンバーの育成責任を負うことも多い。適切

に権限を委譲してメンバーの裁量範囲を広げ

る一方、高い目標を与えた場合には任せっ放

しにせず、助言する、体制を強化する、一部

のタスクを自ら引き受けるなど、メンバーを

支援することも必要である。

　さらに、説明力にも通じるが、PMには常

に「将来の見通し」が求められる。プロジェ

クト計画時に道筋を策定し、刻一刻と変化す

るプロジェクトの状況に応じて適切に道筋そ

のものを見直し続けることである。さらに、

プロジェクトの成否だけでなく、その後のビ

ジョンとしてシステムと顧客の関係のあり方

について考えることも必要であろう。

３つの力を身に付けるために

　それでは、PMはどのようにすれば前述の

3つの力を身に付けられるのか、これも筆者

自身の経験を振り返って考察したい。

（1）他者の経験を生かす

　まずは、他者の経験や知識を生かすことが

挙げられる。さまざまな書籍、研修、資格試

験などは、先人の苦労や知恵に基づいてプロ

ジェクトマネジメントの知識を体系化したも

のである。見積り技法や、品質定量評価の手

法、プロジェクトマネジメントのツールなど

も普及し、定着しつつある。標準化された開

発工程定義や各種の品質測定手法の情報、プ

ロジェクトの計画書や完了報告書などを活用

することもできる。

　先輩のPMから直接、話を聞くことも大切

である。NRIでは、認定PMの体験談を聞き、

その考察を広く共有するPM講話というセミ

ナーが開かれている。成功談だけでなく失敗

談もあり、PMを目指す者にとって示唆に富

んだ話を聞ける機会となっている。システム

の重要度が高いほど、開発現場では失敗が許

されず、失敗の経験が得られにくい。従って、

やむなく発生してしまった失敗の事例を他山

の石とするために、そこから教訓を得ること

が求められるのである。

（2）実践を通じて学ぶ

　実践で学ぶことも大切だ。システムプロジ

ェクトには、顧客の業務の根幹を担うシステ

ムの構築や、複数のベンダー、製品、あるい

はオープンソースやクラウドサービスといっ

た新技術を組み合わせたシステムの構築など

さまざまなものがある。特に、新しい業界や

顧客、新しいメンバーやパートナー、新しい

業務、新技術など、新しい取り組みはプロジ

ェクトにとってリスクであると同時に、携わ

る人間には大きな成長のきっかけになる。新

しい環境下で、新しいことに挑戦し、自分の

頭で考え抜いて得られるものは大きい。

　システム構築からはやや外れるが、筆者は

顧客企業に常駐して、顧客側のPMO（プロ

ジェクトマネジメントオフィス）支援に携わ

ったことがある。そこでは受注者ではなく、

発注者の視点で物事を考えることができ、顧

特　集
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客の経営層の意思決定に必要な情報は何か、

適切な表現手法とはどのようなものかなどを

学ぶことができた。顧客が不満を感じるベン

ダーの態度とは何か、逆にどういう振る舞い

が信頼されるのかを知る経験ができたことは

有益であった。

　説明力という点では、こうした立場を変え

た経験ができたことも大きいが、“場数を踏

む” ことも重要である。NRIでは、設計会議、

システム開発会議といった会議によって、計

画や見積りの妥当性、プロジェクトの状況や

品質、リリース可否の判定などを審議するこ

とが社内規程で定められている。品質監理担

当役員や社内認定資格者をはじめ多くの出席

者に対して、プロジェクトの状況とPMとし

ての評価および見通しを短時間で説明し、指

摘や疑問に適切に回答することが求められ

る。社内にきちんと説明できなければ、顧客

のCIO（最高情報責任者）や経営層に理解し

てもらうことはできない。NRIではこうした

会議が年間で数百回開催され、PMの説明力

が鍛えられている。

（3）手本となる人たちとの出会い

　参加したプロジェクトを通じて手本となる

人たちに出会えることも、PMにとっては重

要な経験である。

　筆者が以前、ある銀行系の次世代システム

の構築プロジェクトに参加した時、プロジェ

クトのメンバーが皆、士気が高く生き生きと

働いていて感銘を受けたことがある。プロジ

ェクト自体が挑戦的で魅力的であったからか

もしれないが、プロジェクトを率いるPMの

言葉の 1つ 1つが筆者を含めたメンバーの心

を熱くさせた。

　このほかにも、ネットバンクの新規システ

ム構築や、信託銀行の情報系システム構築、

新しい形態の銀行での勘定系や情報系システ

ムの構築などのプロジェクトを通じて、優秀

で魅力的な人たちと出会い、一緒に仕事をす

ることができた。

　こうした方がたに共通して言えるのは、現

状を変えたいという強い思いとビジョンを持

ち、戦略家であり、仕事を楽しみ、相手の心

に火を付け、目標に向かって周囲を動かす力

を持っていたことである。これは筆者に大き

な影響を与えた。

　また、プロジェクトにおいてはPMだけが

リーダーシップを発揮するとは限らず、メン

バーや顧客のリーダーシップに助けられるこ

とがある。特に、強い信念を持ち、責任を持

ってプロジェクトを前に進める顧客側のリー

ダーはPMにとって心強い存在であろう。

　NRIには実際のプロジェクトを通じて循環

的にPMを育成する仕組みがある。これは、

長い間にわたりさまざまなプロジェクト構築

の機会を与えてくれる顧客に恵まれてきたか

らにほかならない。筆者はそうした顧客に感

謝する意味でも、自身を磨きながら、PMの

育成に寄与したいと考えている。 ■

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.



2014年2月号10

特　集　［NRIのプロフェッショナル］

　「エンハンスプロジェクト活動」は野村総合研究所（NRI）独自の現場改革活動である。筆

者はそのリーダーである「エンハンスプロジェクトマネージャー（エンハンスPM）」を5年

間務めてきた。本稿では、NRIの認定プロジェクトマネージャー（CPM）の立場から、活動

開始当初の困難な状況からどのようにチームを変えてきたのか、事例を交えて紹介したい。

「エンハンスプロジェクト活動」とは

　一度つくったシステムを維持管理していく

ことの重要性は言うまでもない。そのために

NRIでは、運用、保守という “守り” の視点

だけでなく、システムをより良いものにして

いく “攻め” の視点を重視する意味合いを込

めて、リリース後の維持管理活動を「エンハ

ンス活動」と呼んでいる。

　2005年からは「いきいきわくわく」を合言

葉にした全社的な「エンハンス業務革新活

動」が始まり、全社の約150に上るエンハン

スチームは「エンハンスプロジェクト活動」

に取り組むことになった。エンハンスPMを

中心にした、計画的で継続的な

PDCA活動である。

　図 1にエンハンス活動の概念を

示す。エンハンス活動に必要なマ

ネジメント項目を整理したもの

で、NRIはこれを「エンハンスの

卵」と呼んでいる。卵の黄身（中

核）が開発作業であり、それをく

るむ白身が管理項目である。卵が

倒れて割れたりしないように支え

る巣の役割を果たすのが組織運営

というわけである。

　エンハンス活動の視点は品質向上、生産性

向上、人材育成、顧客RM（リレーションシ

ップ・マネジメント）、システム機能改善な

ど多面的だ。エンハンスPMは期初に年度の

活動計画の承認を受け、四半期ごとに「振り

返り」と呼ぶ状況報告を行うなど運営のルー

ルが整備されている。

　以下では、NRIのエンハンスプロジェクト

活動の一端として、筆者自身が現在まで取り

組んできた約 5年にわたるエンハンスPMと

しての活動を、3つの時期に分けて事例を交

えながら紹介したい。現場改革の参考になれ

ば幸いである。

エンハンスプロジェクトの現場改革
─エンハンスPMとしての活動経験を振り返って─

図１　エンハンスモデル

管理項目
（プロジェクトマネージャーが管理すべき項目）

業務改革
マネジメント

開発作業
調査・見積もり、
開発、リリース、
設計、テスト、
保全・監視

本番運用／
環境管理

パートナー対応

お客さま対応

リソース
マネジメント品質管理

開発管理
問い合わせ
管理／テー
マ管理

組織運営（部長・グループマネージャーが管理すべき項目）
人材育成、情報共有、ノウハウ蓄積、労務、パートナー施策
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活動開始当初（模索期）

　筆者が初めてエンハンスPMを担当したの

は2008年 4月である。そのエンハンスチーム

は大手小売業の物流系システムを受け持ち、

約800の拠点、1,600台の端末に向けてシステ

ムを提供していた。20年以上前のプログラム

も残っているという歴史のあるチームである

だけに、それゆえの問題点も抱えていた。

　代表的な問題点を書き出すと以下のように

なる。

①システムの課題

 ・ 保守期限が切れたミドルウェアの入れ替え

が不完全

 ・ OS（基本ソフト）やWebブラウザーのバ

ージョンアップへの追随が不完全

②チーム運営の課題

 ・ メンバーの入れ替わりの際に過去のノウハ

ウが十分に継承されない

 ・ 若いメンバーが多く活気があるのはいい

が、経験という点では物足りない

　さて、エンハンスプロジェクト活動の特徴

は、図 1に示してあるようなさまざまな視点

でPDCAサイクルを回すことにある。その結

果チームが成長し、安定した品質の下で、計

画的、効率的にエンハンス活動を進められる

という考え方だ。そしてエンハンスプロジェ

クト活動がうまくいけば、同時にチーム力を
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義を以下の 3点にまとめた。

①システムの安定運用

　チームの顧客が満足するようなシステムサ

ービスを継続的に提供し続けること

②新技術

　業務アプリケーションを安定して提供し続

けるための技術を発掘し、その技術の活用に

チャレンジすること

③業務知識と人材

　物販の基本機能である物流の業務を理解す

ること、業務の視点で顧客に貢献できる人材

を育てること

　エンハンスプロジェクト活動におけるさま

ざまな施策は、チームの存在意義に照らして

適否を判断する。各メンバーの個人目標も同

様だ。こうすることによってチームに方向性

が生まれる。

（2）中長期の目標の設定

　エンハンスプロジェクト活動は、終わりの

ない継続的な改善活動をいくつかの期で区切

り、各期の目標を設定していく活動である。

従って、中長期的な視点でチームのあるべき

姿を描いた上で、今期は何に取り組むべきか

を示さなければならない。われわれのチーム

では、担当しているシステムの目標を設定

し、それを達成するためにチームがどう変わ

っていかなければならないかを議論するよう

にした。

（3）活動計画に基づく運営の確立

　上記のように設定された目標に基づいて活

動計画を策定し、その計画に基づいてチーム

運営を行うようにした。これを計画段階と実

行段階に分けて解説する。

①計画段階

　活動計画を練る段階は、現状の課題を把握

することから始まる。この点で「エンハンス

業務革新活動」から提供される「アセスメン

トシート」の利用価値は大きかった。これは

エンハンスプロジェクト活動の評価ポイント

を150項目にわたって記したもので、各項目

が現時点でどのレベルにあるかを 3段階で自

己評価する。

　評価結果の点数も気になるが、より重要な

のは取り組むべき視点が明示されているとこ

ろだ。これはNRIの重要なノウハウの 1つだ

ろう。チームとして足りないところを客観的

な目で把握できるので、改善するための計画

も立てやすくなる。筆者の場合、パートナー

会社との仕事の仕方について気づかされると

ころがあった。また活動計画の立案にチーム

のメンバーを参加させることも重要である。

実行時のモチベーションに大きく関わるから

である。

②実行段階

　活動計画ができればそれでチームが動き出

すかと言えば、そうではない。次に問題にな

るのが「実行（行動）」である。

　エンハンスプロジェクト活動のPDCAサ

イクルで陥りやすいのが「D」の不徹底であ

る。計画はしたものの実行できないというケ
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ースが多いのだ。

　では「D」を止めないコツは何だろうか。

筆者は以下の 3つを挙げたい。この 3つは、

活動計画に基づいた運営そのものと言えるだ

ろう。

 ・ メンバーそれぞれに役割と責任を与え、個

人の目標に組み込む

 ・ 2週間程度の間隔でチームの「振り返り」

を行う

 ・メンバーとの面談の場を持つ

活動終盤（収穫期）

　活動が 4～ 5年目を迎えるころ、取り組み

の成果が目に見えて出てきた。ここでは、エ

ンハンスプロジェクト活動で目標とした項目

別に、施策とその成果を紹介しよう。

①品質向上

　過去の障害の事例や運営上のノウハウにつ

いて、毎朝 1つずつメンバーで読み合わせる

活動を進めた。その他の活動も含めた 5年間

の成果として、活動開始時に年に10件あった

障害を 3件に減らすことができた。

②生産性向上

　自動テスト運用を確立させた。これによ

り、OS変更のたびに必要な評価の工数を、1

回当たり 5MM（人月）から0.5MMに減らす

ことができた。

③人材育成

　ユーザーの声に耳を傾けるためにヘルプデ

スクトレーニーを開始した。1年に 2名程度

を参加させる運用を構築した結果、ユーザー

の視点で設計を行えるメンバーを増やすこと

ができた。

④顧客満足度向上

　顧客に対し、エンハンスプロジェクト活動

を通じて構想された中長期的なシステムの目

標（あるべき姿を）を示した上で、さまざま

な提案を行うようにした。顧客にとっても、

提案を実現する必要性を社内的に説明しやす

くなるメリットがあり、提案が具体化される

可能性が高まる。

　一例として、10年以上手つかずであった既

存システムの再構築を実現し、積年の課題を

解決するとともに新たな提案にもつながった

ケースを挙げることができる。システムの再

構築に当たっては新技術へのチャレンジも行

ったが、これは先に述べたチームの存在意義

にも対応したものである。

現場改革のリーダーとして

　ここまで、エンハンスプロジェクト活動の

意義や活動の実例について述べてきた。ここ

から、どのようなエンハンスPMの使命が見

いだされるだろうか。

　それは、ひと言で言えば「現場改革」であ

ると考える。エンハンスPMは現場改革のリ

ーダーなのだ。今後は、全社のエンハンス業

務革新活動とも連携しながら、認定PMとし

て社内の一層の現場改革に貢献していきたい

と考えている。 ■
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特　集　［NRIのプロフェッショナル］

ITの進化と開発スタイル
─“ゲームのルール”の変化を見逃さないために─

　ITの進化に伴い、システム開発のスタイルにパラダイムシフトとも言うべき変化が起きて

いる。自社のITの競争力を維持するためには、この変化に適切に対応することが重要となる。

本稿では、野村総合研究所（NRI）の認定ITアーキテクト（CITA）として、「気づかないうち

にゲームのルールが変わっていた」ということのないよう、IT部門は何をすべきか考察する。

ITの進化が開発スタイルを変える

　筆者は、業務やITの課題を情報システム

化要件に落とし込み、その要件を満たすため

に最適なハードウェアとソフトウェアを活用

したITアーキテクチャーを設計・構築・運

営することを職務としている。

　ITアーキテクチャーを設計する際には、

システムの特性（実現する機能や、非機能要

件）、最新技術の動向、顧客の特性（運用体

制や運用スキル）などさまざまな要素を勘案

し、顧客企業のIT部門と一緒に検討を進め

ていく。

　1990年ごろまでのメインフレーム（大型

汎用コンピュータ）全盛の時代、

2000年ごろまでのオープン化（さ

まざまなメーカーの製品でシス

テムを構成すること）全盛の時

代、2000年以降のWebシステム

（Webブラウザーで利用できるシ

ステム）全盛の時代と、採用する

ITアーキテクチャーに大きな変

化はあったが、開発スタイル（シ

ステム構築プロセス）は図 1に示

すものが基本で、それ自体に大き

な変化はなかったと認識している。

　しかし昨今のITの進化は、開発スタイル

自体を変えるほどの影響力を持ち始めてい

る。コンピュータ関係の雑誌などでもよく取

り上げられているが、特に下記の 2つのITの

進化は、開発スタイルに大きな変化をもたら

したと考えている。

①クラウドサービスの浸透

　クラウドの定義はさまざまであるが、クラ

ウドサービスによって “IT資産の所有” か

ら “ITサービスの利用” へという考え方が

確実に企業のシステム開発に浸透したことは

間違いない。

　もはや、この潮流に対して異論を唱える人

図１　従来の開発スタイル
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は少ないであろう。次節以降では、クラウド

サービスの浸透により、企業システムにおい

て開発スタイルがどのように変化したかを述

べてみたい。

②コンシューマー ITの台頭

　スマートフォンに代表されるモバイル技術

の進化、FacebookなどのSNS（ソーシャル

ネットワーキングサービス）の台頭により、

多くの生活者がごく普通にITを利用する時

代となった。コンシューマー IT（一般消費

者向けに開発されたIT）はエンタープライ

ズIT（企業システム）とは無関係のように

思えるが、実はコンシューマー ITの発想が

企業システムの開発スタイルに取り込まれよ

うとしているのである。この点に関しても次

節以降で述べてみたい。

EUCからサービス開発へ

　事業部門（情報システムの利用者）自身

が、自分たちの必要とする用途に合致する

ようシステム（ツール）を開発することを

EUC（エンドユーザーコンピューティング）

と言う。実際には、主に業務効率化を目的と

して、Excel（Microsoft社の表計算ソフト）

のマクロ機能（一連の操作を自動化する手順

を記録したもの）などを利用して開発されて

きた。しかし、事業部門側で開発されシステ

ム（ツール）はIT部門の管理が及ばずITガ

バナンスの観点で問題になっていた。

　その後、IT部門が提供するシステムが

EUCを取り込む形で高機能化し、EUCブー

ムは沈静化したかのように見えたが、今では

事業部門がクラウドという武器を手に入れた

ことでまた状況が変わってきた。

　これまでは、事業部門でシステム（サービ

ス）を開発しようとする場合、要件をIT部

門に伝え、IT部門側で調達するスタイルが

一般的であったが、クラウドサービスを利用

すると、IT部門を介さずにシステム（サー

ビス）を開発することが可能になるのである

（図 2参照）。それも、以前のEUCのような業

務効率化ツールにとどまらず、エンドユーザ

ー向けのサービスまでも開発可能なのだ。ま
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システム内製化の流れ

　すでに述べたように、昨今はコンシューマ

ー ITとエンタープライズITの融合が進んで

きている。SNSと連携することで、これまで

抽出できなかった顧客のニーズを明確にして

自社製品の開発に生かそうとする動きなどは

その一例であろう。

　また、Google社のGoogle AppsやMicrosoft

社のOffice365のように、個人向けに提供さ

れてきたサービスを企業向けのグループウェ

ア基盤として利用することや、スマートフォ

ンやタブレット端末などの私物デバイスを業

務で活用する動きも同様である。

　コンシューマー ITをどのように企業シス

テムに取り込むべきかに関しては本稿では割

愛するが、ここではこの融合の流れが企業シ

ステムの開発スタイルにも及んできたという

点に触れてみたい。

　コンシューマー ITの世界では、マーケテ

ィングの結果をいち早くシステム化し、市場

に投入する（本番リリースする）。市場（利

用者）からの反応が悪ければ直ちに改修する

（または捨てる）といった開発スタイルを導

入している。RFP（提案依頼書）を作成して

委託ベンダーを選定し、要件定義をし、開発

に着手するといった従来型の開発スタイルで

は、市場が期待するスピードに応えられない

のである。

　一部の企業では、このコンシューマー IT

の開発スタイルを自社のシステム開発に適用

することを目的に、システムを内製化する動

きが出ている。特に新規事業の立ち上げや既

存事業のビジネスモデル変革といった案件で

は、数カ月～数年後のシステム要件を決める

ことには意味がないため、システムを内製化

して臨機応変な対応をしようという動きが目

立っている。

　ただし、全てのシステムを内製化すること

は自社のリソースでは困難である。そのた

め、一部の領域は外部リソースを活用するこ

とになるが、外部のITベンダーとの関係に

も変化が生じてきている。

　これまでは、自社で要件を固め、それ以降

の設計・開発・テストを外部のITベンダー

に委託して、自社ではそのベンダーのマネジ

メントに専念することが一般的であった。し

かし昨今は、外部ITベンダーの知見を活用

し、自社要件に適合するサービスを選定した

り、外部ITベンダーとともにサービス（シ

ステム）の設計に取り組んだりする開発スタ

イルが出始めてきている。言ってみれば、外

部ITベンダーとの関係が縦（主従）から横

（協業）へとシフトしてきているのである。

これもまた、ITの進化が開発スタイルを変

えた一例であろう。

IT部門は何をすべきか

　ITの進化に伴って開発スタイルが変化し

ていることについて述べてきた。そのなかで

特　集
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当然、IT部門に求められる役割も変化して

きている。これにIT部門はどのように対処

すべきであろうか。

（1）ビジネスプラットフォームの提供

　かつてEUCで問題となっていたように、

事業部門発のシステム（IT部門が関与しな

いシステム）が乱立する状態は、ITガバナ

ンスの観点で大きな問題となる。インターネ

ットを介して利用するサービスを容易に開発

することが可能となった現在、事業部門発の

システムが乱立する状態をIT部門として見

過ごすわけにはいかない。

　この問題を解決する 1つの手段は、IT部門

発のビジネスプラットフォームを事業部門に

提供することである。ビジネスプラットフォ

ームとは、システム基盤だけでなくサービス

を開発する上で必要となる課金・決済・認証

などの共通機能、消費者との接点となるコラ

ボレーション機能、大量データを解析するた

めのビッグデータ基盤などを含んだプラット

フォームである。

　しかし、IT部門の論理を一方的に事業部

門に押し付けるようであれば、せっかくのプ

ラットフォームが利用されない事態に陥る。

そのため、IT部門は自ら事業部門のニーズ

を掘り起こしてそれを反映させ、かつガバナ

ンスが適切にできるプラットフォームとする

必要がある。

（2）コア領域とノンコア領域の見極め

　システム内製化の流れはIT部門に対し、

これまで以上に厳密にコア領域（自社の競争

力に直結する領域）とノンコア領域（競争力

に結び付かない標準的な業務領域）を見極

め、コア領域へのリソースの集中投下（リソ

ースシフト）と、ノンコア領域のアウトソー

シング（外部サービスの活用）の推進を求め

ることになろう。「現業で忙しい」というIT

部門の言い訳は、事業部門および市場（顧

客）には通用しない。自社の競争力の源泉で

あるコア領域に関しては、事業部門と一体と

なってスピーディーかつ臨機応変にシステム

対応を進めていく姿勢が求められる。

（3）受け身的アプローチからの脱却

　これまでのように、事業部門からの要件を

待つ受け身的なアプローチではなく、事業部

門と一緒にシステム（サービス）を企画す

る、能動的なアプローチが求められる。事業

部門としても、実現性の高い企画を立てる上

で、ITの専門家であるIT部門の協力を求め

ている。

　IT部門が従来のような受け身的アプロー

チに固執していると、事業部門との溝は深ま

り、ビジネスイノベーションに関与できない

という事態に陥ることにもなろう。そうなれ

ばIT部門はその存在意義を問われかねない。

IT部門の各メンバーがこれらの変化をよく

認識し、適切に対応すべく自ら行動すること

が求められる。気づいた時にはゲームのルー

ルが変わっていた、ということにならないよ

うに。 ■
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　企業が現状を打破する変革に取り組むとき、その対象は情報システムだけでなく業務、組

織、ビジネスルール、委託方針までと幅広い。これを支援するのがビジネスアナリストであ

る。本稿では、野村総合研究所（NRI）の認定ビジネスアナリスト（CBA）の立場から、ビ

ジネスアナリシスの役割と実際の活動について解説する。

難易度が高まるシステム変革

　企業が継続的に発展を続けるためには、新

たな戦略の推進や、閉塞（へいそく）状況を

打破するための変革を避けて通れない。シス

テムの構築においても同様である。しかし、

システム変革の取り組みは、年々、難易度が

高くなっている。その理由として以下の 2つ

が挙げられる。

　1つ目は、取り組みの対象となる範囲が以

前よりも拡大していることである。以前は、

システムは顧客接点、フロント業務、バッ

クオフィス業務、周辺業務や取引先接続な

ど個々に独立しており、それぞれのシステ

ムを変革の対象とすることが多かった。しか

し今では、それぞれのシステムがシームレス

に連携され、さらに人と業務とシステムが

複雑に結び付く一体化が加速している。「オ

ムニチャネル」（すべての顧客接点）への対

応、SCM（サプライチェーンマネジメント）

の高度化などはその例と言えるだろう。この

ため、特定領域のシステムの検討にとどまら

ず、その周辺の業務・組織なども変革の対象

に含めて、包括的に検討することが求められ

るようになってきている。

　2つ目は、検討要素の多様化、複雑化が増

していることである。投資効果を最大化する

ために非コア業務（自社の強みに直結しない

業務）を外部へ委託するケースは多いが、一

方で自社の戦略的な機能（自社の強みを担う

機能）を担うシステムは独自に短期間で構築

するケースも増えている。この場合、パッケ

ージソフトやSaaS（Software as a Service：

インターネットを通じてサービスとして利用

するソフトウェア）の採用など、検討しなけ

ればならないことが多い。

ビジネスアナリシスの重要性

　このように、企業は広範で複雑な要素を持

つ変革の取り組みを複数並走させながら最大

の投資効果を追求することが必要になってき

ている。その取り組みを円滑に進めるために

最近、注目されるようになっているのがビジ

ネスアナリシスである。

　ビジネスアナリシスの体系化を推進してい

る国際的な非営利団体IIBA（International 

Institute of Business Analysis）では、ビジ

ネスアナリシスを「組織の構造とポリシーお

よび業務運用についての理解を深め、組織の

目的の達成に役立つソリューションを推奨す
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るために、ステークホルダー間の橋渡しとな

るタスクとテクニックをまとめたもの」とし

ている。当事者・ステークホルダー（利害関

係者）の真のニーズを引き出し、ステークホ

ルダー間の通訳をして目的を達成するために

行う作業全般がビジネスアナリシスであり、

その手段の 1つがシステム構築である。

変革目的の可視化と共有

　ビジネスアナリシスでは、変革を行う目

的の可視化と共有が特に重要である（図 1参

照）。ステークホルダーの履歴や立場や経験

の違いから目的の解釈が異なったり、前提や

制約、要件に対する理解や認識が異なったり

する場合は多い。変革の真のニーズを明らか

にして具体的な実現効果までを初期の段階で

可視化し、ステークホルダー間で共有するこ

とで、この差異を埋めることが可能となる。

プロジェクトの初期段階で曖昧さが残り、き

ちんと合意できていないと、受け入れテスト

などシステム構築の終盤で問題が露呈するこ

とが多い。現状把握や課題認識、役割、必要

な能力やリソースなどの認識がメンバー間で

一致していなかったために大きな手戻りが発

生したケースなど、思い当たることがあるの

ではないだろうか。

　このように、ステークホルダー間で「変革

の目的」や「目的を実現するための方針・体

制・進め方とストーリーの全体図」などを共

有することは、「要件定義→設計→開発→テ

スト→受け入れ」と工程が進んでもメンバー

のスキルや経験の違いを超えて成果物の品質

のばらつきを最小化することにつながる。プ

ロジェクトの過程で、「総論OK、各論NG」

や「外部設計や開発工程で論理的矛盾露呈」

などの事態を避けることも期待できるだろ

う。特に、システムの成否が変革実現を左右

するようなケースでは、極力早い段階から具

体的な目標と方針を共有すべきである。そう

することで、システム構築の考え方や、シス

野村総合研究所
金融ソリューション事業本部
金融ソリューション事業二部
上級システムコンサルタント・NRI認定ビジネスアナリスト
成田剛史（なりたたけし）
専門はコンシューマービジネスを中心とした業務改革や事業開発
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テムに影響を与える要素について理解が進む

からである。

　例えば、「新事業により 5年後の売り上げ

100億円を実現」という変革の目的（ビジネ

スの目標）を早期に具体的な方針へ落とし込

み、「Webチャネルは時間を優先して早期に

立ち上げるが将来の中核チャネルと位置付け

る。5年後はWebで70億円、リアルで30億円

の売り上げを実現する」とか「 1次受け付け

の業務は、習熟度が高くない派遣社員中心で

実現可能とする」といったイメージである。

　このように変革の目的を可視化して共通認

識とすることで、早い段階からステークホル

ダーが目的達成の意義、重要ポイント、メリ

ット・デメリットなどを理解し同じ基準で議

論することが可能となる。

ビジネスアナリシスとシステム構築

　変革目的の可視化と共有は、プロジェクト

の開始から目的の達成まで繰り返し継続的に

行う。この作業はビジネスアナリシスの中

核作業であり、ヒューマンスキル（人間関係

をつくる技術）と経験も求められる。ここで

は、筆者が支援した事例を紹介し、取り組み

のアプローチとシステム構築への効果につい

て考えてみる。

（1）ビジネスアナリシスの実例

　金融業のA社は、庶民的で親しみのあるブ

ランドイメージで業界最大手の地位を築いて

いた。しかし、法改正を機に業種の壁が消失

し、競争が激化しつつあった。このため、高

級なブランドイメージを持つ他業種のB社と

提携し、互いの強みを生かした収益向上を変

革の目的とした。すなわち、両社の組み合わ

せによって相乗効果を生み出し収益に結び付

けることである。

　まず、漠然としたそれぞれの強みを分析

し、相乗効果を創出し弱みを補完するための

仕組みについて認識を共有する必要があっ

た。そこで、両社のブランド、顧客基盤、サ

ービス、商品、業務、システムを分解して構

造化し、どのように商品やサービスを設計

し、業務プロセスとシステムを構成すれば相

乗効果を最大化できるかを検証した。

　また、意思決定者のキーパーソンとなるス

テークホルダーの履歴やパーソナリティー

（考え方や行動の特徴）、所属する組織の役割

などを踏まえ、変革に伴うプラスとマイナス

の業務的な影響について整理した。これは、

各部門の代表であり説明責任もあるキーパー

ソンの理解を得るためだけでなく、本人も気

づいていなかった強みや課題を浮き彫りにす

るねらいもあった。収益面においても、既存

事業と新事業で顧客層が重なる利益相反部分

と、相乗効果が得られる部分を見据えて、定

量的に波及効果や収支予測をシミュレーショ

ンし、異なる背景を持ったステークホルダー

間の調整と合意を図った。

　このような活動の結果として、変革が目指

す完成形の姿と、大きなビジネス効果を生む
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ポイントの明確化と認識の共有が実現し、課

題や問題に妥協できない部分と割り切りが可

能な部分の分別に妥当な判断もできるように

なった。

　システム構築では、関係企業との業務・シ

ステム連携に加え、短期間でのサービス開始

も求められた。企業文化の違いによる衝突も

あったが、常に共通の認識に立ち返り、先へ

進むことができた。メンバーのモチベーショ

ンの高さも手伝って、プロジェクトは無事に

変革の目的を達成し、現在ではA社の事業の

重要な柱に育っている。

（2）関係者間での認識の共有が成功の鍵

　A社のシステム変革が成功した理由は、業

務やシステムを設計する上で、変革の目的

と、そのために何をすべきかについて、関係

者が認識を共有していたことである。

　システムはプログラム仕様書に基づいて構

築されるものであり、ロジックに曖昧さは許

されない。従って、仕様書のインプットであ

るシステム要件に裁量の余地があると、プロ

グラムの動作は仕様どおりでも、業務処理が

不適切だったりビジネス効果が得られなかっ

たりする恐れがある。共通認識に基づいて業

務要件をシステム要件へ落とし込むことによ

りロジックの曖昧さが排除され、手戻りを抑

えられるのだ。実際、受け入れテストなどの

最終工程で発覚する問題は、ビジネス要件や

業務要件の不明確さに起因するものや、ステ

ークホルダーによって前提や制約の解釈が異

なっているために生じるものがほとんどであ

る。このために、超上流工程での丁寧なビジ

ネスアナリシスが重要なのである。

ビジネスアナリシスのガイドブック

　さまざまなステークホルダーとのやり取り

を行うビジネスアナリシスは、臨機応変な対

応や判断が必要なため、具体的な内容を規

定した標準や方法論は存在しない。そこで役

立つのが、IIBAがビジネスアナリシスのベ

ストプラクティスを体系化した「BABOK」

（A Guide to the Business Analysis Body of 

Knowledge）である。

　「BABOK」には、状況に応じてどのよう

なタスクを行い、その際にどのようなテクニ

ックを使えばよいのかが示されている。例え

ば、定義した目的が妥当であるかを検証する

ための指標として「具体的、測定可能、実現

可能、組織の理念や方針と関連性があり、期

限が定められている」ことを挙げ、要件を精

緻化するタスクとしては「優先順位付け、要

件間の関連整理、内容の分析と仕様化、文書

化やモデル化、前提や制約の考慮、目的に対

する妥当性確認」などを挙げている。

　NRIは、CBAの認定条件として、「BABOK」

に準拠した試験（CBAP：Certified Business 

Analysis Professional）での資格取得を義務

付けている（筆者は2013年11月に取得）。こ

れも体系的にビジネスアナリシスの業務を理

解する上で有効である。 ■
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特　集　［NRIのプロフェッショナル］

事業戦略を支えるITマネジメント
─サービス・商品の廃止を仕上げる─

　ITを先進的、戦略的に導入し、業界のリーダー的存在となっている企業ほど、システムの

肥大化ゆえに業務・システムの改革が難しいという課題を抱えている。そこで、外部のITサ

ービスを活用する動きが進んでいるが、単なる置き換えでは本質的な問題の解決にはならな

い。本稿では、事業戦略とITをどのようにつなぐべきか、金融機関の事例を参考に考察する。

「ビジネスディベロッパー」の役割

　野村総合研究所（NRI）では、NRIのITサ

ービスや人材、ノウハウを結集し、顧客企業

のビジネスに貢献する付加価値の高い提案と

支援を行う人材を「ビジネスディベロッパ

ー」と呼んでいる。企業の経営改革プロジェ

クトでは、コア業務へのシフトを実現するた

めに、ITサービスの活用や業務プロセスの

最適化にとどまらず、組織変革の実現に向け

たマネジメントの支援を行う。

　以下では、ビジネスディベロッパーの役割

のうち、事業戦略の強化を目的としてサービ

スや商品の新陳代謝を促すITマネジメント

の実現に向けた取り組みについて、事例を交

えて紹介する。

サービス継続のジレンマ

　証券・金融分野では、各社のサービス・

商品開発の最前線は激烈な競争環境にあり、

次々に新しい形態のサービスや商品の開発が

行われている。一方で、各社は厳しい競争環

境にあっても、顧客の利便性に対する強い責

任感やこだわりを持ち続けている。例えば何

十年も前に発行したキャッシュカードを最新

のATM（現金自動預払機）でも使えるよう

にすることである。新規の受け付けをやめて

いるポイント付帯サービスを残高がある限り

提供し続けることも、利用者の利便性を考え

てのことである。

　サービスや商品は不採算になることも多い

と聞く。しかし多くの金融機関では、いった

ん利用者が付いたサービスや商品を、自社都

合によって廃止することはまずない。廃止に

伴う顧客の手間やコストが顧客満足度を著し

く低下させることを恐れているからである。

　その結果として、サービスや商品が長期間

にわたって提供されることになり、同時に新

しいサービスや商品を投入しなければならな

くなる。それによって業務やシステムは年を

経るごとに重層的で複雑になり、これを維持

するために複雑な業務の遂行や、多大な費用

負担が必要になってしまう。さらに、新たな

取り組みを阻害し、ビジネスを硬直化させる

原因となり、サービスの拡充や利用料の引き

下げといった、顧客へのアピールの機会も奪

ってしまうのである。

改革の真の目的

　金融機関のサービス・商品の開発部門、
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IT部門ではこうした課題を認識し、日々改

善に取り組んでいる。一方で、金融機関の業

務・システムは膨大であり、日常の改善の積

み重ねでは状況の打開が難しい現実がある。

　そこで、システム更改のタイミングを契機

として、外部ITサービスを導入することに

より抜本的な改革に取り組む企業も増えてき

ている。抜本的な改革を成功させた金融機関

も出現し、その内容はメディアにも取り上げ

られている。

　改革の目的の 1つは、シンプルな外部ITサ

ービスを導入し、自社業務を簡素化すること

である。さらに、将来の過分な業務やシステ

ムへの作り込みを抑えて肥大化を回避するこ

とである。しかし、新しい仕組みに置き換わ

り、複雑な業務が整理されても、従来のよう

に事業側の要請に基づいてサービスや商品の

追加を繰り返せば、再び業務・システムは複

雑化、肥大化する。とはいえ、時世に合わせ、

競合に対抗して新たなサービスや商品を開発

していくことこそが企業間競争の生命線であ

り、最優先の取り組みである以上、事業戦略

からのニーズを抑制することはできない。

　従って、改革のゴールは、新しいシステム

の利用開始ではなく、組織構造的な課題を解

決することなのである。すなわち、改革プロ

ジェクトの真の目的は、業務・システムの技

術的な整理整頓ではなく、ビジネス戦略を強

化するための社内機能の最適化であり、これ

を可能にする組織の変革なのある。

事業戦略を支える切り札

　では、実際にどのようにして組織変革が可

能なのだろうか。

　その切り札は、サービス・商品の廃止活動

を組織に根付かせることだと考えている。具

体的には、役目を終えたサービスや商品、こ

れに付随する業務やシステムを切り落とすこ

とで新たなサービスや商品への対応力を付

け、事業戦略を実行していく。新たなサービ

スや商品についても、期待した収益や効果が

見込めないと分かったときはできるだけ速や

かに廃止し、次の取り組みに集中できるよう

にすれば、事業戦略にも柔軟性を持たせるこ

とができる。

　理想を言えば、新たなサービスや商品のス

タート時に、その廃止を具体的に議論し、準

備ができていれば、サービスや商品の新陳代

謝が自律的に行われることが期待できる。し

かし、現実には、新しいサービスや商品の導

入時にその廃止を考えることは難しく、サー

ビスの廃止が必要になったときも、過去の否

定につながることから先送りにされる可能性

が高いのである。また、サービス・商品の廃

止は、それだけでは投資効果を見込めないた

め、どうしても推進力は弱まる。何より、「顧

客の利便性を損なう」とされれば、廃止をた

めらうのが普通でもある。

　このような困難を抱えるサービス・商品の

廃止を成功させるためには、事業戦略の中に

野村総合研究所
証券ソリューション事業本部
証券ソリューション事業六部
上級システムコンサルタント・NRI認定ビジネスディベロッパー
南側洋司（みなみがわようじ）
専門は金融機関におけるIT戦略の立案・推進支援
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廃止活動を組み込むことが重要となる。その

ポイントは、次の 2つの廃止効果を正しく理

解することである。

　1つ目は、組織としてサービスや商品を廃

止する能力を備えれば、事業戦略の変動や試

験的な取り組みにも対応力を持てることであ

る。2つ目は、少数の利用者に対してサービ

ス・商品継続のコストをかけるより、廃止に

伴う顧客の負担をフォローすることにコスト

をかける方が、ほとんどの場合においてコス

トが低いことである。これが理解してもらえ

れば、「顧客の利便性を損なう」という懸念

は拭い去ることができるだろう。

　廃止活動の意義を明確にし、廃止を起点と

して事業戦略実行の支援体制を整えること

が、改革が目指している組織変革の具体像で

ある。

改革の流れを生み出す

　組織改革において、改革開始のタイミング

は非常に重要である。では、廃止活動につい

てはどうか。これは新しいサービスの導入タ

イミングを積極的に利用することが有効だと

考える。特に、組織として経験に乏しい廃止

活動を根付かせるには、目に見える成果を早

期に上げることが効果的である。

　具体的には、一刻も早く、役目を終えた業

務やシステムを廃止することである。一般に

は、新しい仕組みが安定稼働するまで、旧業

務やシステムをバックアップ的に置いてリス

クに備える。この役割を終えたと判断できた

ときには、すぐに一切を捨てるのである。

　これはシステム機器やソフトウェアの資産

を削減するだけでなく、人的リソースを戦略

的な分野や事案へ振り向けることを可能にす

る。従って、廃止による効果は少しでも早い

ほど大きく、廃止し切れない部分はそれだけ

効果を減少させる。新システムへの投資成果

の早期の刈り取りができれば、それが旗印と

なって推進力が生まれる。この力を借りて廃

止を始めることで、改革の一歩を踏み出すの

である。

改革を仕上げる

　廃止活動を推進するには、その特徴を理解

しておく必要がある。廃止直前の状態は、新

旧の業務やシステムが全て一体の状態で動い

ていることだろう。廃止とは、まさに動いて

いる業務・システム全体から、不要となった

部分だけ周囲に影響を与えずに取り出すこと

である。万が一にも致命的な問題が起きない

ように、綿密な調査と影響の見極めが必要だ

が、調査やシミュレーションに多くの費用は

かけられないため、取り組み方には一段の工

夫が必要となる。

　廃止活動の中心は、影響の見極めと、実行

を支える仕掛けによって、廃止のXデーに向

けた安全網を構築することである。すなわ

ち、廃止は技術的にも容易ではないことと、

周到な準備が不可欠であることへの理解が必

特　集
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要である。

　廃止活動を正しく理解することは、その先

で改革を仕上げるために不可欠である。これ

まで多くの組織では、サービス・商品を廃止

する経験が不足していたはずである。この経

験不足の解消が、目指すべき改革のゴールで

ある。不要になったものを消すことができる

という組織能力を、廃止活動を正しく理解す

る機会を通じて会得するのである。

　さらに、サービスや商品の新陳代謝を促す

仕掛けも欠かせない。それは、サービスや商

品の廃止をいつにするのかなど、廃止の引

き金を引く基準を持つことである。廃止の引

き金として有効な手段は、何よりも “見える

化” である。

　例えば、サービスでは利用者数や費用、商

品では残高について、業務やシステムと関連

付けて測定し、ビジネス部門と常に共有する

ことが欠かせない。新たなサービスを 1つ立

ち上げるときには不採算サービスの 1つを廃

止するというような循環を生み出せるように

することが目的だ。こうしてサービス・商品

の廃止を決めることで新陳代謝を促し、次の

新しい事業機会が生まれるのである。

ビジネスの代謝を支えるITの役割

　これまで述べてきたことは、筆者が関わっ

た金融機関A社が改革プロジェクトで実践し

ているものである。

　同社もまた、システムの肥大化によるコス

ト課題を抱えていたが、これを解決すべく改

革プロジェクトを立ち上げ、基幹システムの

刷新を成功させた。その活動に際して、IT

部門で廃止活動に当たるメンバーを、前線部

隊（ビジネスの最前線で市場を開拓する役

割）が次の戦いに備えて撤退する際に最後尾

にいてそれを援護する “殿（しんがり）” に

なぞらえ、改革プロジェクトを「殿プロジェ

クト」と命名した。この明確な位置付けが、

改革の目的を明確にし、メンバーを鼓舞し、

目標どおりに円滑なサービスの廃止を成功さ

せたと筆者は考えている。

　A社では、IT部門がビジネスへ貢献した好

事例として、プロジェクト名の説明書きを掲

示しているので、それを紹介しておこう。い

わく、「殿とは、後退する部隊の中で、最後

尾の箇所を担当する部隊を指す。本隊の後退

行動の際に、殿は敵の追撃を阻止し、本隊の

後退を援護することが目的である。そのた

め、本隊からの支援や援軍を受けることもで

きず、限られた戦力で敵の追撃を食い止めな

ければならない最も危険な任務であった。こ

のため古来より武芸・人格に優れた武将が務

める大役とされてきた」

　「ナビゲーション×ソリューション」を旗

印に掲げるNRIも、自社のITサービスの提供

やシステムプロジェクトの推進にとどまら

ず、顧客企業の中で「ビジネス×IT」の実

現を援護する大役を果たしていきたいと願っ

ている。 ■
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特　集　［NRIのプロフェッショナル］

システム運用人材に何が求められるか
─ITサービスマネージャーの役割とスキル─

　システム開発プロジェクトで、開発フェーズにおける運用サービス設計の重要性は高い。

そこで活躍が期待されるのがITサービスマネージャーである。本稿では、ITサービスマネー

ジャーの役割から、運用サービス設計の具体的な内容までを解説し、効率と品質を両立させ

るためにシステム運用人材に求められるスキルについて述べる。

ITサービスマネージャーの重要な役割

（1）ITサービスマネージャーとは

　ITサービスマネージャーとは、安全性と

信頼性の高いITサービスの提供を行う人材

の認定資格であり、独立行政法人情報処理推

進機構が情報処理技術者試験の 1つとして資

格認定を行っている。この資格の取得は、野

村総合研究所（NRI）の社内資格である「認

定ITサービスマネージャー（CISM）」の認

定条件の 1つになっている。

　ITサービスマネージャーは主に次のよう

な役割を持っている。

① 顧客への提案フェーズにおける、アウトソ

ーシングソリューションの提案

② システム開発フェーズにおける、サービス

マネジメントの知見を生かした運用サービ

ス設計

③ 運用フェーズにおける、高度な運用技術に

よる運用品質の向上・高度化、サービスレ

ベルの達成やレベルの向上

④ 高度な設計・構築技術による、IT関連施

設のファシリティ（設備）マネジメント

　以下では、この中でも筆者が深く関わって

きた、開発フェーズにおける「運用サービス

設計」に焦点を当てて論じる。

システム開発とITサービスマネージャー

　初めに、NRIのシステム開発に運用サービ

ス設計が重要である理由を述べておきたい。

それは、NRIが開発・運用するシステムの多

くが、顧客のニーズに基づいて構築されるSI

（システムインテグレーション）型のシステ

ムであるためだ。

　個々のシステムを構築する際には、顧客が

システムに求める機能要件や、性能などの非

機能要件を定義し、それに基づいてシステム

開発が行われる。個々のシステムで要件が異

なるため、それを運用するサービスについて

も、個別の事情を考慮した設計が必要となる

のである。

　続いて、NRIのシステム開発におけるITサ

ービスマネージャーの役割についても述べて

おく。NRIのシステム開発では、ITサービス

マネージャーは「システム運用設計」を担当

する。システム運用設計とは、複数のサブシ

ステムに対して横断的に運用を効率化し、運

用の品質向上を図る（トラブルの発生を未然

に防ぐ、あるいはトラブルの早期復旧を実現

する）ための仕組みを設計することである。
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　システム運用設計は、システム開発プロジ

ェクトの中ではインフラ関連タスクに位置付

けられる。アプリケーション開発が業務機能

ごとにサブシステムを開発するのに対して、

運用はWebやデータベースのようなサブシ

ステム横断の機能であるからだ。このシステ

ム運用設計の具体的なタスクの 1つが運用サ

ービス設計である（図 1参照）。

運用サービス設計の実際

　システム運用設計は、運用の効率化と品質

の向上を図るものだと述べたが、大事なのは

効率化と品質のバランスである。

　開発は期間が数カ月から長くても 2年程度

であるのに対して、運用は 5年、10年と続く。

ランニングコストは高くならないようにした

いが、コストを抑えるあまりトラブルが多発

するようでは、システムを利用する顧客の負

荷も大きくなり、結果的に不要なコストが増

大することにもなりかねない。

　このような問題の発生を防ぐために必要に

なるのが運用サービス設計なのである。運用

サービス設計では、NRIの運用部門がどのよ

うなサービスを提供するのか、各サービスに

おける顧客、開発部門、運用部門の責任分担

をどうするのかを定義して合意形成を図る。

加えて、サービスの提供時間など、サービス

レベルに関する目標値（KPI：主要業績評価

指標）を設定する。

　この運用サービス設計を行うに当たり、IT

サービスマネージャーとしての知見が重要に

なる。なぜなら、運用サービスが顧客のビジ

ネスに貢献するために何ができるのか、また

どのように貢献していることを顧客に伝えら

れるのかという、サービスマネジメントの根

幹となる考えを理解している必要があるか

らだ。またITサービスマネージャーはITIL

（Information Technology Infrastructure 

Library：英国の政府機関が刊行したITサー

ビスマネジメントのベストプラクティス集）

に記載された事例などを幅広く知っているた

め、それを運用サービス設計に生かせるから

である。

　運用サービス設計の例を挙げてみよう。

野村総合研究所
データセンターマネジメント本部
DCマネジメント統括部
グループマネージャー・NRI認定ITサービスマネージャー
北山　誠（きたやままこと）
専門はシステム運用構築（運用業務設計、運用受入）

図１　システム運用設計タスクのイメージ

運用サービス設計 プロセス詳細設計 …運用要件整理 運用プロセス自動化
ツール導入

・システム要件、コス
ト要件を踏まえたシ
ステム運用要件の整
理

・運用部門が提供するサー
ビスの定義
・KPIの設定
・顧客、開発部門、運用部
門の役割分担定義
・運用プロセスの自動化お
よび標準化の方針決定

・各運用プロセスの業務
フローの設計、プロセ
ス内で使用する具体的
な手順の作成

・障害復旧手順ナビゲー
ションの導入
・ランブックオートメー
ションの導入
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　ITサービスマネージャーとは、安全性と

信頼性の高いITサービスの提供を行う人材

の認定資格であり、独立行政法人情報処理推

進機構が情報処理技術者試験の 1つとして資

格認定を行っている。この資格の取得は、野

村総合研究所（NRI）の社内資格である「認

定ITサービスマネージャー（CISM）」の認

定条件の 1つになっている。

　ITサービスマネージャーは主に次のよう

な役割を持っている。

① 顧客への提案フェーズにおける、アウトソ

ーシングソリューションの提案

② システム開発フェーズにおける、サービス

マネジメントの知見を生かした運用サービ

ス設計

③ 運用フェーズにおける、高度な運用技術に

よる運用品質の向上・高度化、サービスレ

ベルの達成やレベルの向上

④ 高度な設計・構築技術による、IT関連施

設のファシリティ（設備）マネジメント

　以下では、この中でも筆者が深く関わって

きた、開発フェーズにおける「運用サービス

設計」に焦点を当てて論じる。

システム開発とITサービスマネージャー

　初めに、NRIのシステム開発に運用サービ

ス設計が重要である理由を述べておきたい。

それは、NRIが開発・運用するシステムの多

くが、顧客のニーズに基づいて構築されるSI

（システムインテグレーション）型のシステ

ムであるためだ。

　個々のシステムを構築する際には、顧客が

システムに求める機能要件や、性能などの非

機能要件を定義し、それに基づいてシステム

開発が行われる。個々のシステムで要件が異

なるため、それを運用するサービスについて

も、個別の事情を考慮した設計が必要となる

のである。

　続いて、NRIのシステム開発におけるITサ

ービスマネージャーの役割についても述べて

おく。NRIのシステム開発では、ITサービス

マネージャーは「システム運用設計」を担当

する。システム運用設計とは、複数のサブシ

ステムに対して横断的に運用を効率化し、運

用の品質向上を図る（トラブルの発生を未然

に防ぐ、あるいはトラブルの早期復旧を実現

する）ための仕組みを設計することである。
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　システム運用設計は、システム開発プロジ

ェクトの中ではインフラ関連タスクに位置付

けられる。アプリケーション開発が業務機能

ごとにサブシステムを開発するのに対して、

運用はWebやデータベースのようなサブシ

ステム横断の機能であるからだ。このシステ

ム運用設計の具体的なタスクの 1つが運用サ

ービス設計である（図 1参照）。

運用サービス設計の実際

　システム運用設計は、運用の効率化と品質

の向上を図るものだと述べたが、大事なのは

効率化と品質のバランスである。

　開発は期間が数カ月から長くても 2年程度

であるのに対して、運用は 5年、10年と続く。

ランニングコストは高くならないようにした

いが、コストを抑えるあまりトラブルが多発

するようでは、システムを利用する顧客の負

荷も大きくなり、結果的に不要なコストが増

大することにもなりかねない。

　このような問題の発生を防ぐために必要に

なるのが運用サービス設計なのである。運用

サービス設計では、NRIの運用部門がどのよ

うなサービスを提供するのか、各サービスに

おける顧客、開発部門、運用部門の責任分担

をどうするのかを定義して合意形成を図る。

加えて、サービスの提供時間など、サービス

レベルに関する目標値（KPI：主要業績評価

指標）を設定する。

　この運用サービス設計を行うに当たり、IT

サービスマネージャーとしての知見が重要に

なる。なぜなら、運用サービスが顧客のビジ

ネスに貢献するために何ができるのか、また

どのように貢献していることを顧客に伝えら

れるのかという、サービスマネジメントの根

幹となる考えを理解している必要があるか

らだ。またITサービスマネージャーはITIL

（Information Technology Infrastructure 

Library：英国の政府機関が刊行したITサー

ビスマネジメントのベストプラクティス集）

に記載された事例などを幅広く知っているた

め、それを運用サービス設計に生かせるから

である。

　運用サービス設計の例を挙げてみよう。

野村総合研究所
データセンターマネジメント本部
DCマネジメント統括部
グループマネージャー・NRI認定ITサービスマネージャー
北山　誠（きたやままこと）
専門はシステム運用構築（運用業務設計、運用受入）

図１　システム運用設計タスクのイメージ

運用サービス設計 プロセス詳細設計 …運用要件整理 運用プロセス自動化
ツール導入

・システム要件、コス
ト要件を踏まえたシ
ステム運用要件の整
理

・運用部門が提供するサー
ビスの定義
・KPIの設定
・顧客、開発部門、運用部
門の役割分担定義
・運用プロセスの自動化お
よび標準化の方針決定

・各運用プロセスの業務
フローの設計、プロセ
ス内で使用する具体的
な手順の作成

・障害復旧手順ナビゲー
ションの導入
・ランブックオートメー
ションの導入
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例えば、システムにトラブルが発生した場合

に、いかにして影響範囲を特定し、迅速に復

旧させるか、その方法や手順を設計すること

である。発生したトラブルは顧客のビジネス

にどの程度影響するか、またトラブルの影響

はどの範囲にまで及ぶかを特定するための基

礎情報は運用部門で取得することができる。

　そのトラブルの発生を想定してあらかじめ

復旧手順を用意し、担当者が訓練しておくこ

とで、発生したトラブルの被害が拡大する前

にシステムを復旧させることが可能となる。

仮にトラブルが発生しても、顧客のビジネス

への影響を最小限に抑えることができるよう

になるのだ。

運用プロセスの自動化と標準化

　システム開発フェーズにおける運用サービ

ス設計では、上記のようなサービス設計と並

行して運用プロセスの自動化と標準化を行

う。いずれも運用サービスの効率化と品質向

上を図る上では欠かせないものである。

（1）運用プロセスの自動化

　NRIのシステム開発では、システムトラブ

ルが発生した際にオペレーターが実行する復

旧手順を、発生したトラブルから自動的にナ

ビゲートする機能や、その復旧手順までを自

動実行する仕組み（「ランブックオートメー

ション」と呼ぶ）をつくり、積極的に活用し

ている。ナビゲーションや復旧手順の自動化

機能を活用することで、システムを早期に復

旧させ、顧客のビジネスへの影響を極小化で

きるようにするためだ。

　これらの運用の機能やプロセスは、ITサ

ービスマネージャーが中心となって、アプリ

ケーション開発担当者やインフラ開発担当者

とともに導入を進めていく。

（2）運用プロセスの標準化

　安全性と信頼性の高い運用サービスを提供

するためには、構成管理（IT資産のあらゆ

る情報を正確に収集し維持管理するプロセ

ス）、インシデント管理（システムの利用を

妨げる事象を取り除くプロセス）、問題管理

（障害原因の追及と再発防止策を策定するプ

ロセス）といったプロセスの具体的な手順を

定める必要がある。

　このプロセスの設計においては、特定シス

テム向けの個別運用サービスと、複数のシス

テムで共通して適用できる運用サービスを仕

分けした上で、共通化できる部分については

積極的に標準化を図る。プロセスを標準化す

ることで、設計コストを抑えることだけでな

く、システム個別のローカルルールやローカ

ルな手順を減らすことができる。その結果、

オペレーターのミスも減り、運用品質を高め

ることになるのである。プロセスの標準化

は、コストと品質のバランスを保つための武

器でもある。

開発フレームワークへの組み込み

　ここまで、システム開発プロジェクトにお

特　集
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ける運用サービス設計について述べてきた

が、システム開発プロジェクト以外のITサ

ービスマネージャーの活動についてもここで

触れておきたい。重要なのは、個々のプロジ

ェクトにおける運用サービス設計の成果を抽

象化し、社内の開発フレームワークに組み込

む活動である。

　NRIでは「標準フレームワーク」と呼ばれ

る、システム開発の標準プロセスが定義され

ている。従来、アプリケーション開発とイン

フラ開発のプロセスについては標準フレーム

ワークとして定義されていたが、2009年に、

それまでの開発プロジェクトの活動実績やサ

ービスマネジメントの知見、運用技術に関す

る知識を生かして、社内の開発フレームワー

クに運用サービス設計のプロセスを取り込む

活動を筆者も含めて行った。

　こうして整備された運用サービス設計を含

む開発フレームワークは現在、社内の新人か

らベテランの開発者にいたるまで幅広く活用

されている。それは、アプリケーション開発

やインフラ開発の担当者の間で、運用サービ

ス設計プロセスの重要性が認知されているこ

とを表すものと考えられる。

システム運用人材に求められるもの

　システム開発におけるITサービスマネー

ジャーの役割と、運用サービス設計の内容に

ついて述べてきたが、最後に、運用サービス

設計、運用プロセスの自動化と標準化という

役割を担う上で、ITサービスマネージャー

を含むシステム運用人材に何が求められるか

について述べたい。

　筆者が最も重要と考えるのは以下の 2点で

ある。

①運用技術に関する高度な知識

　先に述べた、復旧手順をナビゲートする機

能や、復旧手順自体を自動化する機能といっ

た運用ツールに関する最先端の知識を持つこ

とが最低限必要である。そしてそのツールを

実際のシステムに適用するための、技術者と

しての設計能力も必要だ。

② 運用業務の効率化と品質向上に関する知見

　前述のとおり、システムの運用に当たる期

間はシステム開発と比較して非常に長い。そ

れを踏まえた上で、運用の効率化と品質向上

のバランスを保つことが何より重要であるこ

とはすでに述べた。

　品質を落とさずに効率化を実現するために

は、社内における過去の成功事例や、ITIL

のようなグローバルなベストプラクティスに

関する知見を蓄えていることに加え、それを

社内のシステム開発プロジェクトにフィード

バックし、運用サービス設計に反映する能力

が必要となる。

　システム運用に当たる人材は、運用に関す

る高度な知識をはじめ幅広い知識を持つだけ

でなく、それを実際のシステム開発に適用す

る力も併せ持つことで、その真価を発揮でき

るものと筆者は考える。 ■
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例えば、システムにトラブルが発生した場合

に、いかにして影響範囲を特定し、迅速に復

旧させるか、その方法や手順を設計すること

である。発生したトラブルは顧客のビジネス

にどの程度影響するか、またトラブルの影響

はどの範囲にまで及ぶかを特定するための基

礎情報は運用部門で取得することができる。

　そのトラブルの発生を想定してあらかじめ

復旧手順を用意し、担当者が訓練しておくこ

とで、発生したトラブルの被害が拡大する前

にシステムを復旧させることが可能となる。

仮にトラブルが発生しても、顧客のビジネス

への影響を最小限に抑えることができるよう

になるのだ。

運用プロセスの自動化と標準化

　システム開発フェーズにおける運用サービ

ス設計では、上記のようなサービス設計と並

行して運用プロセスの自動化と標準化を行

う。いずれも運用サービスの効率化と品質向

上を図る上では欠かせないものである。

（1）運用プロセスの自動化

　NRIのシステム開発では、システムトラブ

ルが発生した際にオペレーターが実行する復

旧手順を、発生したトラブルから自動的にナ

ビゲートする機能や、その復旧手順までを自

動実行する仕組み（「ランブックオートメー

ション」と呼ぶ）をつくり、積極的に活用し

ている。ナビゲーションや復旧手順の自動化

機能を活用することで、システムを早期に復

旧させ、顧客のビジネスへの影響を極小化で

きるようにするためだ。

　これらの運用の機能やプロセスは、ITサ

ービスマネージャーが中心となって、アプリ

ケーション開発担当者やインフラ開発担当者

とともに導入を進めていく。

（2）運用プロセスの標準化

　安全性と信頼性の高い運用サービスを提供

するためには、構成管理（IT資産のあらゆ

る情報を正確に収集し維持管理するプロセ

ス）、インシデント管理（システムの利用を

妨げる事象を取り除くプロセス）、問題管理

（障害原因の追及と再発防止策を策定するプ

ロセス）といったプロセスの具体的な手順を

定める必要がある。

　このプロセスの設計においては、特定シス

テム向けの個別運用サービスと、複数のシス

テムで共通して適用できる運用サービスを仕

分けした上で、共通化できる部分については

積極的に標準化を図る。プロセスを標準化す

ることで、設計コストを抑えることだけでな

く、システム個別のローカルルールやローカ

ルな手順を減らすことができる。その結果、

オペレーターのミスも減り、運用品質を高め

ることになるのである。プロセスの標準化

は、コストと品質のバランスを保つための武

器でもある。

開発フレームワークへの組み込み

　ここまで、システム開発プロジェクトにお
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ける運用サービス設計について述べてきた

が、システム開発プロジェクト以外のITサ

ービスマネージャーの活動についてもここで

触れておきたい。重要なのは、個々のプロジ

ェクトにおける運用サービス設計の成果を抽

象化し、社内の開発フレームワークに組み込

む活動である。

　NRIでは「標準フレームワーク」と呼ばれ

る、システム開発の標準プロセスが定義され

ている。従来、アプリケーション開発とイン

フラ開発のプロセスについては標準フレーム

ワークとして定義されていたが、2009年に、

それまでの開発プロジェクトの活動実績やサ

ービスマネジメントの知見、運用技術に関す

る知識を生かして、社内の開発フレームワー

クに運用サービス設計のプロセスを取り込む

活動を筆者も含めて行った。

　こうして整備された運用サービス設計を含

む開発フレームワークは現在、社内の新人か

らベテランの開発者にいたるまで幅広く活用

されている。それは、アプリケーション開発

やインフラ開発の担当者の間で、運用サービ

ス設計プロセスの重要性が認知されているこ

とを表すものと考えられる。

システム運用人材に求められるもの

　システム開発におけるITサービスマネー

ジャーの役割と、運用サービス設計の内容に

ついて述べてきたが、最後に、運用サービス

設計、運用プロセスの自動化と標準化という

役割を担う上で、ITサービスマネージャー

を含むシステム運用人材に何が求められるか

について述べたい。

　筆者が最も重要と考えるのは以下の 2点で

ある。

①運用技術に関する高度な知識

　先に述べた、復旧手順をナビゲートする機

能や、復旧手順自体を自動化する機能といっ

た運用ツールに関する最先端の知識を持つこ

とが最低限必要である。そしてそのツールを

実際のシステムに適用するための、技術者と

しての設計能力も必要だ。

② 運用業務の効率化と品質向上に関する知見

　前述のとおり、システムの運用に当たる期

間はシステム開発と比較して非常に長い。そ

れを踏まえた上で、運用の効率化と品質向上

のバランスを保つことが何より重要であるこ

とはすでに述べた。

　品質を落とさずに効率化を実現するために

は、社内における過去の成功事例や、ITIL

のようなグローバルなベストプラクティスに

関する知見を蓄えていることに加え、それを

社内のシステム開発プロジェクトにフィード

バックし、運用サービス設計に反映する能力

が必要となる。

　システム運用に当たる人材は、運用に関す

る高度な知識をはじめ幅広い知識を持つだけ

でなく、それを実際のシステム開発に適用す

る力も併せ持つことで、その真価を発揮でき

るものと筆者は考える。 ■
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サービス・ソリューション別のWebサイト

グループ企業・関連団体のWebサイト

マーケティング戦略の効果を科学的に “見える化” し、
効果を最大化することを目的とした総合支援サービス
コンサルティング業務を通じて独自に開発したインタ
ーネットリサーチサービス
コールセンターからマーケティング部門までさまざまな
ビジネスシーンで活用可能なテキストマイニングツール
テスト工程の効率化を実現するテスト自動実行支援ツ
ール
オープンソースソフトウェアにより高品質な業務シス
テムを構築するワンストップサービス
ITサービスの品質向上とコスト最適化を実現するシス
テム運用管理ソフトウェア

INSIGHT SIGNAL www.is.nri.co.jp

TrueNavi truenavi.net

TRUE TELLER www.trueteller.net

てぷらぱ teplapa.nri.co.jp

OpenStandia openstandia.jp

Senju Family senjufamily.nri.co.jp

インターネットシステムの企画・開発・設計・運用な
どのソリューションを提供
情報セキュリティに関するコンサルティング、ソリューシ
ョン導入、教育、運用などのワンストップサービスを提供
「NRIサイバーパテントデスク」など、特許の取得・活
用のためのソリューションを提供
IT基盤の設計・構築・展開と稼働後のきめ細かな維持・
管理サービスを提供
全国のシルバー人材センターの事業を支援する総合情
報処理システム「エイジレス80」を提供
味の素グループに情報システムの企画・開発・運用サ
ービスを提供
日本の経済社会の健全な発展および国民生活の向上のた
めに重要な経営幹部の育成を支援する各種講座を開催

NRIネットコム www.nri-net.com

NRIセキュアテクノロジーズ www.nri-secure.co.jp

NRIサイバーパテント www.patent.ne.jp

NRIデータiテック www.n-itech.com

NRI社会情報システム www.nri-social.co.jp

NRIシステムテクノ www.nri-st.co.jp

野村マネジメント・スクール www.nsam.or.jp

Worldwide

『ITソリューション フロンティア』について

NRIグループ（グローバル） www.nri.com
NRI Financial Solutions（英語） fis.nri.co.jp/en
野村総合研究所（北京）有限公司 www.nri.com.cn/beijing
　　　　　　　　　上海支店 shanghai.nri.com.cn
野村総合研究所（上海）有限公司 consulting.nri.com.cn

NRIアジア・パシフィック www.nrisg.com
野村総合研究所（香港）有限公司 www.nrihk.com
野村総合研究所（台湾）有限公司 www.nri.com.tw
野村総合研究所ソウル www.nri-seoul.co.kr

本誌の各論文およびバックナンバーはNRI公式ホームページで閲覧できます。
本誌に関するご意見、ご要望などは、it-solution@nri.co.jp宛てにお送りください。

NRI Web Site

会社情報

事業・ソリューション別のポータルサイト

NRI公式ホームページ www.nri.com/jp

NRIグループのCSR活動 www.nri.com/jp/csr IR情報 www.nri.com/jp/ir

日本における先駆者として社会や産業、企業の発展に
貢献してきたコンサルティングサービスを紹介
アジア・日本の新しい成長戦略に関わるNRIの取り組
み、研究成果の情報発信、政策提言などを紹介
金融・資本市場でのビジネスを戦略的にサポートする
ITソリューションの実績、ビジョンを紹介
金融・資本市場に関わるNRIの取り組みについての情報
発信、政策提言、ITソリューションを紹介
流通業やサービス業、製造業などさまざまな産業分野
のお客さまに提供するソリューションを紹介
産業分野や社会インフラを支えるシステム、システム
を安全・確実に運用するためのソリューションを紹介
先端的な基盤技術への挑戦と知的資産創造、技術をベ
ースにした新事業の創造の実践を紹介
企業間業務や生・配・販を中心とするさまざまな業種
の業務効率化を支援するソリューションを紹介
システムインテグレーション事業において培った基盤
構築のノウハウを結集させたソリューション群を紹介

コンサルティング www.nri.com/jp/products/consulting

未来創発センター www.nri.com/jp/souhatsu

金融ITソリューション www.nri.com/jp/products/kinyu

NRI Financial Solution fis.nri.co.jp

産業ITソリューション www.nri.com/jp/products/sangyo

IT基盤サービス www.nri.com/jp/products/kiban

情報技術本部 www.nri-aitd.com

BizMart www.bizmart.jp

GranArch granarch.nri.co.jp/main.html

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

http://www.nri.com/jp
http://www.nri.com/jp/csr
http://www.nri.com/jp/ir
http://www.nri.com/jp/products/consulting
http://www.nri.com/jp/souhatsu
http://www.nri.com/jp/products/kinyu
http://www.nri.com/jp/products/sangyo
http://www.nri.com/jp/products/kiban
http://www.nri-aitd.com
http://www.bizmart.jp
http://www.nri.com
http://www.nri.com.cn/beijing
http://www.is.nri.co.jp
http://www.trueteller.net
http://www.nri-net.com
http://www.nri-secure.co.jp
http://www.patent.ne.jp
http://www.n-itech.com
http://www.nri-social.co.jp
http://www.nri-st.co.jp
http://www.nsam.or.jp
http://www.nrisg.com
http://www.nrihk.com
http://www.nri.com.tw
http://www.nri-seoul.co.kr
mailto:it-solution@nri.co.jp
http://fis.nri.co.jp/
http://granarch.nri.co.jp/main.html
http://truenavi.net/
http://teplapa.nri.co.jp/
http://openstandia.jp/
http://senjufamily.nri.co.jp/
http://fis.nri.co.jp/en
http://shanghai.nri.com.cn/jp/index.html
http://consulting.nri.com.cn/


2014年2月号30

サービス・ソリューション別のWebサイト

グループ企業・関連団体のWebサイト

マーケティング戦略の効果を科学的に “見える化” し、
効果を最大化することを目的とした総合支援サービス
コンサルティング業務を通じて独自に開発したインタ
ーネットリサーチサービス
コールセンターからマーケティング部門までさまざまな
ビジネスシーンで活用可能なテキストマイニングツール
テスト工程の効率化を実現するテスト自動実行支援ツ
ール
オープンソースソフトウェアにより高品質な業務シス
テムを構築するワンストップサービス
ITサービスの品質向上とコスト最適化を実現するシス
テム運用管理ソフトウェア

INSIGHT SIGNAL www.is.nri.co.jp

TrueNavi truenavi.net

TRUE TELLER www.trueteller.net

てぷらぱ teplapa.nri.co.jp

OpenStandia openstandia.jp

Senju Family senjufamily.nri.co.jp

インターネットシステムの企画・開発・設計・運用な
どのソリューションを提供
情報セキュリティに関するコンサルティング、ソリューシ
ョン導入、教育、運用などのワンストップサービスを提供
「NRIサイバーパテントデスク」など、特許の取得・活
用のためのソリューションを提供
IT基盤の設計・構築・展開と稼働後のきめ細かな維持・
管理サービスを提供
全国のシルバー人材センターの事業を支援する総合情
報処理システム「エイジレス80」を提供
味の素グループに情報システムの企画・開発・運用サ
ービスを提供
日本の経済社会の健全な発展および国民生活の向上のた
めに重要な経営幹部の育成を支援する各種講座を開催

NRIネットコム www.nri-net.com

NRIセキュアテクノロジーズ www.nri-secure.co.jp

NRIサイバーパテント www.patent.ne.jp

NRIデータiテック www.n-itech.com

NRI社会情報システム www.nri-social.co.jp

NRIシステムテクノ www.nri-st.co.jp

野村マネジメント・スクール www.nsam.or.jp

Worldwide

『ITソリューション フロンティア』について

NRIグループ（グローバル） www.nri.com
NRI Financial Solutions（英語） fis.nri.co.jp/en
野村総合研究所（北京）有限公司 www.nri.com.cn/beijing
　　　　　　　　　上海支店 shanghai.nri.com.cn
野村総合研究所（上海）有限公司 consulting.nri.com.cn

NRIアジア・パシフィック www.nrisg.com
野村総合研究所（香港）有限公司 www.nrihk.com
野村総合研究所（台湾）有限公司 www.nri.com.tw
野村総合研究所ソウル www.nri-seoul.co.kr

本誌の各論文およびバックナンバーはNRI公式ホームページで閲覧できます。
本誌に関するご意見、ご要望などは、it-solution@nri.co.jp宛てにお送りください。

NRI Web Site

会社情報

事業・ソリューション別のポータルサイト

NRI公式ホームページ www.nri.com/jp

NRIグループのCSR活動 www.nri.com/jp/csr IR情報 www.nri.com/jp/ir

日本における先駆者として社会や産業、企業の発展に
貢献してきたコンサルティングサービスを紹介
アジア・日本の新しい成長戦略に関わるNRIの取り組
み、研究成果の情報発信、政策提言などを紹介
金融・資本市場でのビジネスを戦略的にサポートする
ITソリューションの実績、ビジョンを紹介
金融・資本市場に関わるNRIの取り組みについての情報
発信、政策提言、ITソリューションを紹介
流通業やサービス業、製造業などさまざまな産業分野
のお客さまに提供するソリューションを紹介
産業分野や社会インフラを支えるシステム、システム
を安全・確実に運用するためのソリューションを紹介
先端的な基盤技術への挑戦と知的資産創造、技術をベ
ースにした新事業の創造の実践を紹介
企業間業務や生・配・販を中心とするさまざまな業種
の業務効率化を支援するソリューションを紹介
システムインテグレーション事業において培った基盤
構築のノウハウを結集させたソリューション群を紹介

コンサルティング www.nri.com/jp/products/consulting

未来創発センター www.nri.com/jp/souhatsu

金融ITソリューション www.nri.com/jp/products/kinyu

NRI Financial Solution fis.nri.co.jp

産業ITソリューション www.nri.com/jp/products/sangyo

IT基盤サービス www.nri.com/jp/products/kiban

情報技術本部 www.nri-aitd.com

BizMart www.bizmart.jp

GranArch granarch.nri.co.jp/main.html

2014年 2月号　Vol.31 No.2（通巻362号）

2014年 1月20日　発行

 発行人 嶋本　正

 発行所 　コーポレートコミュニケーション部

  〒100－0005　東京都千代田区丸の内1－6－5　丸の内北口ビル

  ホームページ　www.nri.com/jp

 発　送 　ビジネスサービスグループ

  〒240－0005　横浜市保土ケ谷区神戸町134

  電話（045）336－7331／直通　Fax.（045）336－1408

本誌に登場する会社名、商品名、製品名などは一般に関係各社の商標または登録商標です。本誌では®、「TM」は割愛させて
いただいています。
本誌記事の無断転載・複写を禁じます。
Copyright © 2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

編集長 野村武司

編集委員（あいうえお順） 五十嵐　卓　　梅屋真一郎　　内山　昇

 海老原太郎　　尾上孝男 　田井公一

 平　智徳　　　武富康人　　　塚田秀和

 鳥谷部　史　　根本伸之　　　引田健一

 広瀬安彦　　　三浦章広　　　八木晃二

 吉川　明　　　若井昌明　　　和田充弘

編集担当 香山　満　　　大塚美智子

http://www.nri.com/jp


▲


	表紙
	目次
	視点
	ITプロフェッショナルへの期待

	特　集　［NRIのプロフェッショナル］
	プロジェクトの経験と出会いの大切さ
	エンハンスプロジェクトの現場改革
	ITの進化と開発スタイル
	企業変革におけるビジネスアナリシス
	事業戦略を支えるITマネジメント
	システム運用人材に何が求められるか

	NRI Web Site

